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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ３社
・主要な連結子会社の名称 Broad-minded America Properties, Inc.

Broad-minded Texas, LLC
MIRAI株式会社

②　非連結子会社の状況
　該当事項はありません。

⑵　連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑶　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．販売用不動産 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）を採用しております。

ロ．その他有価証券
匿名組合出資の会計処理 匿名組合出資については、匿名組合の財産持分額を「投資有価証券」に計上

しております。匿名組合への出資時に「投資有価証券」を計上し、匿名組合
が獲得した純損益については持分相当額を「匿名組合投資利益又は匿名組合
投資損失」に計上するとともに、同額を「投資有価証券」を加減しておりま
す。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産 定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物については定額法）

を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　８～15年
工具、器具及び備品　　　　５～15年

ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
商標権　　　　　　　　　　10年
自社利用のソフトウエア　　５年
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③　重要な引当金の計上基準
イ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計

年度負担額を計上しております。
ロ．返金負債 生命保険契約者の短期解約に伴い生命保険会社に対して返戻する代理店手数

料の支払いに備えるため、短期解約実績率に基づく当社負担見込額を計上し
ております。

④　収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における、主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。
イ．生命保険代理店手数料及び損害保険代理店手数料

顧客のニーズに応じて、保険会社に対し保険契約の取次を行う義務と、取り次いだ保険契約の維持保
全管理を行う義務を負っております。
保険会社に対し保険契約の取次を行う義務については、保険契約の取次後、保険契約が有効となった
時点で充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。
また、取り次いだ保険契約の維持保全管理を行う義務については、サービスの提供期間が完了する都
度充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。
当該事業においては、保険会社に取り次いだ保険契約者が早期に保険契約の解約を行った場合、対価
の一部を保険会社に返金する義務があるため、保険会社に対する予想返金額については、収益から控
除するとともに、返金負債を計上しております。返金の見積りに当たっては過去の実績等に基づく期
待値法を用いております。各社ごとに過去3年間の戻入額の実績率を算定し、加重平均して算出して
おります。

ロ．金融商品仲介手数料、住宅ローン代理手数料
顧客のニーズに応じて、金融機関に対し金融商品又は住宅ローンの取次を行う義務を負っておりま
す。
金融商品又は住宅ローンの取次後、金融商品又は住宅ローンが有効となった時点で充足されるもので
あり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。

ハ．不動産販売売上
顧客との媒介契約に基づき顧客の不動産売買成立に向けた一連の業務に関する義務と、顧客との不動
産売買契約に基づき用地の仕入から施工まで行ったマンションの引き渡しを行う義務を負っておりま
す。
顧客の不動産売買成立に向けた一連の業務に関する義務については、媒介契約により成立した不動産
売買契約に関する物件が引き渡された時点で充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益
を計上しております。
また、用地の仕入から施工まで行ったマンションの引き渡しを行う義務については、当該履行義務は
物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を計上しております。
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⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定に含めて計上しております。

２．会計方針の変更に関する注記
⑴　収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月
26日）を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当
該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における、主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。

①　生命保険代理店手数料及び損害保険代理店手数料
顧客のニーズに応じて、保険会社に対し保険契約の取次を行う義務と、取り次いだ保険契約の維持保
全管理を行う義務を負っております。
保険会社に対し保険契約の取次を行う義務については、保険契約の取次後、保険契約が有効となった
時点で充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。
また、取り次いだ保険契約の維持保全管理を行う義務については、サービスの提供期間が完了する都
度充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。
当該事業においては、保険会社に取り次いだ保険契約者が早期に保険契約の解約を行った場合、対価
の一部を保険会社に返金する義務があるため、保険会社に対する予想返金額については、収益から控
除するとともに、返金負債を計上しております。返金の見積りに当たっては過去の実績等に基づく期
待値法を用いております。各社ごとに過去３年間の戻入額の実績率を算定し、加重平均して算出して
おります。

②　金融商品仲介手数料、住宅ローン代理手数料
顧客のニーズに応じて、金融機関に対し金融商品又は住宅ローンの取次を行う義務を負っておりま
す。
金融商品又は住宅ローンの取次後、金融商品又は住宅ローンが有効となった時点で充足されるもので
あり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。
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③　不動産販売売上
顧客との媒介契約に基づき顧客の不動産売買成立に向けた一連の業務に関する義務と、顧客との不動
産売買契約に基づき用地の仕入から施工まで行ったマンションの引き渡しを行う義務を負っておりま
す。
顧客の不動産売買成立に向けた一連の業務に関する義務については、媒介契約により成立した不動産
売買契約に関する物件が引き渡された時点で充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益
を計上しております。
また、用地の仕入から施工まで行ったマンションの引き渡しを行う義務については、当該履行義務は
物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を計上しておりま
す。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結
会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当連結会計年度の売上高、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ
18,268千円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は31,798千円増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において「流動負債」に表示して
いた「解約返戻引当金」は当連結会計年度より「返金負債」として表示することとしました。

⑵　時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。)等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」(企業会計基準第10号　2019年７月４日)第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計
基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、連結計算書類に与
える影響はありません。
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当連結会計年度
返金負債 99,160千円

当座貸越限度額の総額 500,000千円
借入実行残高 －千円

計 500,000千円

普通株式 5,395,000株

３．会計上の見積りに関する注記
当社グループの連結計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成され

ております。この連結計算書類の作成にあたって、資産、負債、収益及び費用に影響を及ぼす見積り及び仮
定を用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

連結計算書類の作成に当たって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは以下のとおりです。
（返金負債）

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会
計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

返金負債は、生命保険契約者の短期解約に伴い生命保険会社に対して返戻する代理店手数料の支払いに
備えるため、過去３年間の生命保険会社への返戻額の実績を基礎にして返戻料率を算出し代理店手数料に
乗じることで算定しております。

当該返戻額は、経済環境の悪化や生命保険契約者の個別的な理由等の外部要因により発生する可能性が
あり、将来的に発生する生命保険会社への返戻額の見積りは不確実性が高い領域であります。

４．連結貸借対照表に関する注記
当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これらの
契約に基づく連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

－ 5 －



決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年６月2９日
定 時 株 主 総 会 普通株式 25,850 5 2021年３月31日 2021年６月30日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年６月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 84,318 16 2022年３月31日 2022年６月30日

普通株式 490,000株

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、投機的な取引は行わない方針であり、一時的な余剰資金は、主に安全性の高い銀行預
金で運用しております。また、資金調達については、事業計画に照らして必要な資金（主に銀行借入や社
債発行）を調達しております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。
　投資有価証券は、非上場株式及び投資事業組合出資金であります。非上場株式は、業務上の関係を有す
る企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、投資事業組合出資金は、投資事
業組合の出資先の信用リスクに晒されております。これらのリスクについては、定期的に財務内容を把握
することにより管理しております。
　営業債務である未払金及び未払法人税等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
　借入金は、事業活動に係る資金調達を目的としたものであります。
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（単位：千円）

区分 当連結会計年度
（2022年３月31日）

投資有価証券 143,082

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2022年３月31日における連結貸借対照表に計上している、「現金及び預金」、「売掛金」、「短期借入
金」、「未払法人税等」、「未払金」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであること
から、記載を省略しております。

　市場価格のない株式等は、以下のとおりであります。
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（単位：千円）

収益区分
報告セグメント

フィナンシャルパートナー事業
一時点 一定期間

生命保険代理店手数料 2,212,336 571,963
損害保険代理店手数料 425 173,751
金融商品仲介手数料 57,546 －
住宅ローン代理手数料 29,902 －
不動産販売売上 431,781 －
その他 144,546 －
顧客との契約から生じる収益 2,876,540 745,714
外部顧客への売上高 2,876,540 745,714

（単位：千円）
当連結会計年度（期首）

（2021年４月１日）
当連結会計年度

（2022年３月31日）
顧客との契約から生じた債権

売掛金 188,718 282,756
契約資産 348,797 382,846

契約負債 186,549 204,558

７．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関
する注記等　⑶会計方針に関する事項　④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

（注）１．契約負債は、生命保険代理店手数料及び損害保険代理店手数料における保険契約の維持保全管
理を行う義務にかかる顧客からの前受金に関連するものであります。この契約負債は、収益認
識に伴い取り崩されます。

２．当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は
186,549千円であります。
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⑴　１株当たり純資産額 590円67銭
⑵　１株当たり当期純利益 61円91銭

②　残存履行義務に配分した取引価格
当社グループの取り次いだ保険契約の維持保全管理を行う義務については、すべて１年内で当該履行義

務が充足されるものであります。そのため、残存履行義務に関する記載は、省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式 移動平均法による原価法
②　その他有価証券

匿名組合出資の会計処理 匿名組合出資については、匿名組合の財産持分額を「投資有価証券」に
計上しております。匿名組合への出資時に「投資有価証券」を計上し、
匿名組合が獲得した純損益については持分相当額を「匿名組合投資利益
又は匿名組合投資損失」に計上するとともに、同額を「投資有価証券」
に加減しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物については定額

法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　８～15年
工具、器具及び備品　　　　５～15年

②　無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
商標権　　　　　　　　　　10年
自社利用のソフトウエア　　５年

⑶　繰延資産の処理方法
株式交付費 株式交付費は、支出時に全額費用処理しております。

⑷　引当金の計上基準
①　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業

年度負担額を計上しております。
②　返金負債 生命保険契約者の短期解約に伴い生命保険会社に対して返戻する代理店

手数料の支払いに備えるため、短期解約実績率に基づく当社負担見込額
を計上しております。

⑸　収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における、主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。
①　生命保険代理店手数料及び損害保険代理店手数料

顧客のニーズに応じて、保険会社に対し保険契約の取次を行う義務と、取り次いだ保険契約の維持保全
管理を行う義務を負っております。
保険会社に対し保険契約の取次を行う義務については、保険契約の取次後、保険契約が有効となった時
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点で充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。
また、取り次いだ保険契約の維持保全管理を行う義務については、サービスの提供期間が完了する都度
充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。
当該事業においては、保険会社に取り次いだ保険契約者が早期に保険契約の解約を行った場合、対価の
一部を保険会社に返金する義務があるため、保険会社に対する予想返金額については、収益から控除す
るとともに、返金負債を計上しております。返金の見積りに当たっては過去の実績等に基づく期待値法
を用いております。各社ごとに過去3年間の戻入額の実績率を算定し、加重平均して算出しておりま
す。

②　金融商品仲介手数料、住宅ローン代理手数料
顧客のニーズに応じて、金融機関に対し金融商品又は住宅ローンの取次を行う義務を負っております。
金融商品又は住宅ローンの取次後、金融商品又は住宅ローンが有効となった時点で充足されるものであ
り、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。

２．会計方針の変更に関する注記
⑴　収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月
26日）を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における、主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。
①　生命保険代理店手数料及び損害保険代理店手数料

顧客のニーズに応じて、保険会社に対し保険契約の取次を行う義務と、取り次いだ保険契約の維持保全
管理を行う義務を負っております。
保険会社に対し保険契約の取次を行う義務については、保険契約の取次後、保険契約が有効となった時
点で充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。
また、取り次いだ保険契約の維持保全管理を行う義務については、サービスの提供期間が完了する都度
充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。
当該事業においては、保険会社に取り次いだ保険契約者が早期に保険契約の解約を行った場合、対価の
一部を保険会社に返金する義務があるため、保険会社に対する予想返金額については、収益から控除す
るとともに、返金負債を計上しております。返金の見積りに当たっては過去の実績等に基づく期待値法
を用いております。各社ごとに過去３年間の戻入額の実績率を算定し、加重平均して算出しておりま
す。
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②　金融商品仲介手数料、住宅ローン代理手数料
顧客のニーズに応じて、金融機関に対し金融商品又は住宅ローンの取次を行う義務を負っております。
金融商品又は住宅ローンの取次後、金融商品又は住宅ローンが有効となった時点で充足されるものであ
り、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度
の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当事業年度の営業収益、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ18,268千円減
少しております。また、利益剰余金の当期首残高は31,798千円増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において「流動負債」に表示していた「解
約返戻引当金」は当事業年度より「返金負債」として表示することとしました。

⑵　時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。)等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
(企業会計基準第10号　2019年７月４日)第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準
等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、計算書類に与える影響
はありません。

－ 12 －



短期金銭債権 4,782千円

当座貸越限度額の総額 500,000千円
借入実行残高 －千円

計 500,000千円

関係会社との取引高
営業取引による取引高

営業収益 6,334千円
営業費用 47千円

営業取引以外の取引高 17,009千円

普通株式 125,071株

３．会計上の見積りに関する注記
　連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

⑵　当座貸越契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これらの
契約に基づく連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

５．損益計算書に関する注記

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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繰延税金資産
賞与引当金 63,051千円
返金負債 30,362千円
未払事業所税 1,134千円
未払事業税 7,102千円
減価償却超過額 619千円
のれん償却超過額 56千円
資産除去債務 6,392千円
その他 2,410千円

繰延税金資産小計 111,132千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △6,392千円

繰延税金資産合計 104,740千円
繰延税金資産の純額 104,740千円

法定実効税率 30.62％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.26％
住民税均等割 4.61％
評価性引当額の増減額 0.15％
その他 △0.32％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.95％

７．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社
Broad-minded 
A m e r i c a 
P r o p e r t i e s , 
I n c .

所有
直　　接
100.00％

役員の兼任
資金の貸付
顧客の紹介

資 金 の 回 収
（注）１ 308,259 関係会社短

期 貸 付 金 －

利 息 の 受 取
（注）１ 5,313 － －

経費の立替 360 立 替 金 360
紹介コミッショ
ンの受領
（注）２

－ 売 掛 金 409

子 会 社 Broad-minded 
T e x a s ,  L L C

所有
間　　接
100.00％

役員の兼任
顧客の紹介 経費の立替 69 立 替 金 69

子 会 社 MIRAI株式会社
所有

直　　接
100.00％

役員の兼任
資金の貸付
管理業務の受託
設備の賃貸借

資金（短期）の
貸付（注）１ 166,000

－ －資金（短期）の
回収（注）１ 166,000
資金（長期）の
貸付（注）１ 311,144 １年内回収

予定の関係
会社長期貸
付 金

311,144資金（長期）の
回収（注）１ 100,000
利 息 の 受 取
（注）１ 3,295 未 収 収 益 1,282

経費の立替 6,783 立 替 金 328
紹介コミッショ
ンの受領
（注）２

6,334 売 掛 金 1,561

紹介コミッショ
ンの支払
（注）３

47 未 払 金 －

経営指導料の受
領（注）４ 6,000 未 収 入 金 550
管理業務料の受
領（注）５ 600 未 収 入 金 55
設備利用料の受
領（注）５ 1,800 未 収 入 金 165

８．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社及び関連会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
１．資金の貸付について、取引金額は期末残高を記載しております。また、貸付金の利率については、市

場金利を勘案して合理的に決定しております。
２．紹介コミッションの受領については、市場実勢価格を勘案して決定しております。
３．紹介コミッションの支払については、市場実勢価格を勘案して決定しております。
４．経営指導料の受領については、指導内容を勘案して決定しております。
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種 類 会社等の名称
又 は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

役員及びそ
の 近 親 者 吉 橋 　 正

被所有
直　　接
14.34％

当社取締役
ストック・オプ
ションの権利行
使（注）１

4,575 － －

役員及びそ
の 近 親 者 大 西 　 新 吾

被所有
直　　接
5.67％

当社取締役
ストック・オプ
ションの権利行
使（注）１

4,575 － －

役員及びそ
の 近 親 者 鵜 沢 　 敬 太

被所有
直　　接
0.31％

当社取締役
ストック・オプ
ションの権利行
使（注）１

4,575 － －

⑴　１株当たり純資産額 540円82銭
⑵　１株当たり当期純利益 47円43銭

５．管理業務料及び設備利用料の受領については、当社の運営費用及び業務内容を勘案して決定しており
ます。

⑵　役員及び個人主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
2018年７月26日臨時株主総会決議に基づき付与されたストック・オプションの当連結会計年度におけ

る権利行使を記載しております。なお、取引金額は、当連結会計年度におけるストック・オプションの権
利行使による付与株式数に払込金額を乗じた金額を記載しております。

９．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「１．重要な会計方針に係る事項　

⑸収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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